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第１ はじめに 
本市は、平成１７年の合併後、雲仙市定員適正化計画に基づき、事務事業の見直し、組織の

再編整理等を行うとともに、住民サービスを低下させないことにも留意しながら退職者の補充

を抑制して職員数の削減に努め、計画に掲げた目標と大きな乖離を生じさせることのない結果

で推移してきたところであります。 

しかし、行政に求められる役割は社会情勢の変化に応じて年々多様化・高度化しており、著

しい少子・高齢社会が生み出す諸問題、それに伴う人口減少対策など市が取り組むべき新たな

課題への対応、また、国・県からの権限移譲事務や市民の身近な窓口である「総合支所・出張

所」の機能維持、総合計画の推進のために引き続き各種施策を実施するなかにおいて、真に必

要な職員数を確保し、必要最小限の職員で最大限のサービスを提供できる方策の検討など、行

政の効率的な運営と新たな行政課題への対応について時代背景の変化に即した検討は継続的

に行っていかなければなりません。         

また、国においては、合併団体に対して、支所に要する経費や合併による市町の区域拡大に

よる消防、保健福祉の経費など、合併時点では想定されなかった財政需要に対して、新たに交

付税算定に反映されておりますが、交付額が縮減されることに変わりはないことから、引き続

き限られた財源を効率的・効果的に配分していくという基本方針は維持していく必要がありま

す。 

このような状況の中で、本市における職員数は、新規採用職員数を抑えた結果として、若年

齢層の職員が極端に少ない年齢構成となっており、今後職員数が多い年齢層が定年退職した後

においても、継続的に安定した住民サービスを提供できる行政運営を適切に行うことを可能に

するため、中・長期的な視点も踏まえながら、行財政運営に必要な職員数を維持するため定員

適正化計画の見直しを行うこととしました。 

 

 

第２ これまでの取組み 
長期的な景気の低迷などによる厳しい行財政状況の中、新たな行政課題や社会情勢の変化に

弾力的かつ的確に対応するため、効率的な組織体制の構築と組織のスリム化、新規採用者の抑

制、公共施設の民間委譲などに努め、職員数の適正化を図ってきました。 

 職員数削減のための具体策として、平成１８年１２月に｢雲仙市定員適正化計画（平成18年～

27年）」を策定し、平成１７年１０月１１日に４９９人であった職員数を１０年間で１４９人

の純減を実現するために、平成18年度当初の職員数490人を基準とし、平成２８年４月１日の

職員数を３５０人（▲140人、▲28.57％）とする数値目標を設定して定員適正化を進めてき

ました。 

その結果、平成２７年４月１日現在の職員総数は、目標である３６４人（▲12６人）に対

しては１８人超過の382人ではありますが、１８年度比較で１０８人（▲2２.０％）の削減と

なっており、概ね計画に沿った成果を出すことが出来ました。 

なお、平成１８年度からの雲仙市職員数・組織等の推移は表１のとおりとなっています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



表１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※職員数については

職員数職員数職員数職員数・・・・組織等組織等組織等組織等

平成17年

平成19年

平成18年

平成21年

平成20年

平成23年

平成22年

平成25年

平成24年

平成27年

平成26年

については、県及び一部事務組合等

組織等組織等組織等組織等のののの推移推移推移推移（4（4（4（4

職員数

A 実職員数

平成17年
人

499

平成19年

490 478
平成18年

480 469

平成21年

457 446
平成20年

438 427

平成23年

431 420
平成22年

416 405

平成25年

405 394
平成24年

395 384

382

382 371

372
平成27年

平成26年

一部事務組合等への派遣職員

（4（4（4（4月1日現在月1日現在月1日現在月1日現在））））

実職員数 派遣職員数

人 人

－ －

478 12

469 11

446 11

427 11

420 11

405 11

394 11

384 11

371 11

372 10

派遣職員も含む

目　　標

職員数

B

１８年度

比較削

減実績

人

－ －

490 －

477 ▲ 10

463 ▲ 33

448 ▲ 52

434 ▲ 59

420 ▲ 74

406 ▲ 85

392 ▲ 95

378 ▲ 108

364 ▲ 108
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年度

比較削

減実績
削減率

人 ％

－ －

－ －

▲ 10 ▲ 2.0

▲ 33 ▲ 6.7

▲ 52 ▲ 10.6

▲ 59 ▲ 12.0

▲ 74 ▲ 15.1

▲ 85 ▲ 17.3

▲ 95 ▲ 19.4

▲ 108 ▲ 22.0

▲ 108 ▲ 22.0

平成17年10月11日市町村合併

６部

平成18年7月1日機構改革

６部

６部

平成20年4月1日機構改革

６部

平成21年4月1日機構改革

６部

６部

６部

６部

６部

平成26年4月1日機構改革

５部

５部

A－B

人

－

－

3

▲ 6

▲ 10

▲ 3

▲ 4

▲ 1

3

4

18

平成17年10月11日市町村合併

部５局1室６総合支所

平成18年7月1日機構改革

部６局１課1室６総合支所

部６局２課６総合支所

平成20年4月1日機構改革

部５局２課６総合支所

平成21年4月1日機構改革

部５局２課６総合支所

部５局２課６総合支所

部５局２課６総合支所

部５局２課６総合支所

部５局２課６総合支所

平成26年4月1日機構改革

部５局２課６総合支所

部５局２課６総合支所

備　　　　　　

平成17年10月11日市町村合併

総合支所１出張所

平成18年7月1日機構改革

総合支所１出張所

総合支所１出張所

平成20年4月1日機構改革

総合支所１出張所

平成21年4月1日機構改革

総合支所１出張所

総合支所１出張所

総合支所１出張所

総合支所１出張所

総合支所１出張所

平成26年4月1日機構改革

総合支所１出張所

総合支所１出張所

　　　　　　考

  

 

 

出張所
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第３ 職員数の現状  
１．類似団体との単純値、修正値による比較  

毎年、総務省が全国の自治体の職員数や配置状況を調査し、自治体における定員管理の適正

化に資することを目的に公表している「類似団体（※1）別職員数の状況」により、雲仙市の普

通会計職員数の状況を表２のとおり単純値(※2)と修正値(※3)により比較分析することができま

す。 単純値により算出した普通会計職員数は、４３３人となり本市の職員数は１0１人（消防

を除いた場合、６５人）下回っていますが、修正値により算出した普通会計職員数は、32２人

となり本市の職員数は１０人超過しているということになります。  

単純値及び修正値のいずれの比較においても、本市は、農林水産部門及び土木部門で超過し

ている状況にありますが、本市が他の類似団体と比較して面積が広く、農林水産部門について

は耕地面積が広いこと、各総合支所に土木部門・農業部門に携わる職員を配置していることな

ども大きな理由となっていると考えられます。 

 

※※※※１１１１ 類似団体のグループ分けの区分方法 

類似団体のグループ分けは、まず、市区町村の権能に応じて、指定都市、中核市、特例市一

般市、特別区、町村に区分します。さらに、一般市と町村は、人口と産業構造に応じて区分す

ることとし、以下のとおり、一般市は、人口を５万人ごとに４区分、産業構造は４区分の１６

類型に区分されます。 

雲仙市は、下表のとおり「Ⅰ－０」（全国で６１団体）のグループに属します。 

長崎県内の市では、西海市が同じ「Ⅰ－０」」となっています。 

 

 

単純値単純値単純値単純値・・・・修正値修正値修正値修正値とはとはとはとは？？？？    

※※※※２２２２「単純値単純値単純値単純値」とは、部門ごとに同類型の全国団体の単純な平均値（人口１万人当たり職員数の平均値）

で、大部門以上の大まかな状況比較に適しています。 

※※※※３３３３「修正値修正値修正値修正値」とは、大部門より細かい中部門、小部門に実際職員を配置している団体のみを対象とし、

中・小部門ごと、及び類型別団体ごとに人口１万人当たり職員数の平均値です。雲仙市と同様の部門

へ職員を配置し行政運営している団体との比較に適しており、より実情にあった比較が可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

類似団体のグループ区分（一般市類型） 平成２６年４月１日現在

～

～

～

～

計

Ⅳ-１

Ⅲ-１

Ⅱ-１

産業構造
Ⅱ次、Ⅲ次　９５％以上 Ⅱ次、Ⅲ次　９５％未満

Ⅲ次６５％以上 Ⅲ次６５％未満 Ⅲ次５５％以上 Ⅲ次５５％未満

以上 未満

人口

172団体 Ⅰ-０Ⅰ-０Ⅰ-０Ⅰ-０ 61団体61団体61団体61団体 252団体

50,000 100,000 Ⅱ-３ 12団体 Ⅱ-２ 19団体

Ⅰ-３ 7団体 Ⅰ-２ 12団体 Ⅰ-１50,000

198団体 Ⅱ-０ 41団体 270団体

100,000 150,000 Ⅲ-３ 8団体 Ⅲ-２ 1団体 85団体 Ⅲ-０ 11団体 105団体

150,000 Ⅳ-３ 2団体 Ⅳ-２ 2団体 52団体 Ⅳ-０ 4団体 60団体

687団体計 29団体 34団体 507団体 117団体



表２ 

大部門以上定員管理診断表

※算出には

大　　部　　

合合合合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

交　　　通

公営企業等会計公営企業等会計公営企業等会計公営企業等会計

部門部門部門部門　　　　計計計計

そ　の　他

※類似団体別職員数

計職員数を

※一般行政部門

※普通会計部門

※公営企業等会計部門

下　水　道

水　　　道

病　　　院

普通会計部門

普通会計部門普通会計部門

普通会計部門

教　　　育

消　　　防

一般行政部門

一般行政部門一般行政部門

一般行政部門

土　　木

商　　工

農林水産

衛　　生

労　　働

税　　　務

民　　生

総　　務

議　　会

　

大部門以上定員管理診断表

には、総合支所方式などは

A

　　門
現　在

職員数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計計計計 385385385385

通

公営企業等会計公営企業等会計公営企業等会計公営企業等会計

計計計計
39393939

他 17

類似団体別職員数については

を対象としている

一般行政部門：議会、総務

普通会計部門：一般行政部門

公営企業等会計部門：病院

道 9

道 13

院

普通会計部門

普通会計部門普通会計部門

普通会計部門　

　　

　計

計計

計 346346346346

育 39

防

一般行政部門

一般行政部門一般行政部門

一般行政部門　

　　

　計

計計

計 307307307307

46

12

農林水産 45

31

2

務 23

46

97

25.4.1

5

人

単純値・修正値

大部門以上定員管理診断表

住民基本台帳人口

などは考慮されません

B B-A

職員数

現　在
増減

372372372372

40404040

18

については、他の市区町村

総務・企画、税務、労働

一般行政部門に教育、消防部門

病院、水道、下水道、交通

9

13

332332332332

39

293293293293

44

10

45

30

1

23

42

93

平成

職員数

5

人

26.4.1

修正値による

住民基本台帳人口

人

 されません。

B-A C

現　在
増減

職員数

▲ 13▲ 13▲ 13▲ 13 372372372372

0

1111 38383838

市区町村との比較を行う点

労働、農林水産、商工

消防部門を含めた総称

交通、その他（国保事業

1 17

0

0 13

0

▲ 14▲ 14▲ 14▲ 14 334334334334

0 33

▲ 14▲ 14▲ 14▲ 14 301301301301

▲ 2 44

▲ 2 11

0 46

▲ 1 31

▲ 1

0 23

▲ 4 43

27.4.1

▲ 4 97

平成２６年１月1日現在

47,234

職員数の増減

0

人

による大部門以上
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住民基本台帳人口

人

C-B

単純値

住基人口

0000372372372372

38383838 ▲ 2▲ 2▲ 2▲ 2

点から、実施している

商工、土木、民生、衛生

国保事業、収益事業

17 ▲ 1

0

8 ▲ 1

13 0

0

334334334334 2222

33

0

▲ 6

301301301301 8888

44 0

11 1

46 1

31

1 0

1

23 0

43 1

97

人

0

4

月1日現在

5

人

増減

大部門以上の職員数比較

D

6

※１

単純値×
超過数

／10,000

E

団体

市Ⅰ-０

住基人口

単純値による

している事業にばらつきがある

衛生の各部門（教育

収益事業、介護保険事業、その

433433433433 ▲ 101▲ 101▲ 101▲ 101

36 ▲ 36

70 ▲ 31

327327327327 ▲ 34▲ 34▲ 34▲ 34

34 10

12 ▲ 2

33 12

1 0

33 ▲ 3

83 ▲ 41

27 ▲ 4

▲ 1

(B-D)

人人

99 ▲ 6

類型

単純値及

職員数比較 

超過率
修正値

／10,000

団体コード 都道府県名

422134

住基人口

による比較

にばらつきがある公営企業等会計部門

教育、公安を除く各種行政委員会

その他）の各部門

▲ 101▲ 101▲ 101▲ 101 ▲ 30.4▲ 30.4▲ 30.4▲ 30.4

▲ 36

▲ 31 ▲ 79.5

▲ 34▲ 34▲ 34▲ 34 ▲ 11.6▲ 11.6▲ 11.6▲ 11.6

10 22.7

▲ 2 ▲ 20.0

12 26.7

0 0.0

▲ 3 ▲ 10.0

▲ 41 ▲ 97.6

▲ 4 ▲ 17.4

▲ 1 ▲ 20.0

▲ 6.5

E/B

×100

人 ％

▲ 6

単純値及び修正値により算出

322322322322 10101010

34 10

※２

修正値×
超過数

／10,000

都道府県名 市町村名

長崎県 雲仙市

住基人口

修正値による比較

公営企業等会計部門は除外

各種行政委員会を含む

各部門の総称

50 ▲ 11

272272272272 21212121

35 10

11 ▲ 1

22 8

2 ▲ 1

42 0

▲ 1

93 0

27 ▲ 4

6

F
G

(B-F)

人人

算出した職員数との比較

  

 

 

 

×100

3.03.03.03.0

市町村名

雲仙市

超過率

比較

除外し、普通会

む。）の総称

▲ 28.2

22.7

7.27.27.27.2

22.2

▲ 10.0

26.7

▲ 100.0

0.0

％

▲ 20.0

0.0

▲ 17.4

G/B
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２．類似団体先進地との比較  

現在の定員適正化計画における目標値の設定については、全国類似団体のうち目標年度（平 

成２７年度）の推計人口約４５，０００人に近い類似団体で本市よりも定員適正化が進んでい

ると考えられた団体（山形県東根市）の人口１万人当たりの普通会計職員数を基本に目標値の

設定を行いました。今回の見直しにあたり類似団体先進地※１との比較をすると以下のように

なります。 

※１類似団体先進地 

類似団体先進地とは、雲仙市と同じ区分の類似団体（区分：Ⅰ－０、6１団体）のうち、消防を 

除く普通会計職員数（人口 1 万人当たり）が雲仙市より少ない団体（1１団体） 

 

平成 2６年１月 1 日現在の雲仙市人口：47,２３４人（F） 

 

 
 

 

 

 

 

 

消防を除く 職員１人

普通会計 あたりの

自治体名 人   口 職員数 人   口 C 合併状況

A B A/B
（B/A×

10,000）
（C×F÷10,000） 支所の数等

人 人 人 人 人

愛知県

高浜市 １出張所

茨城県

北茨城市 ２市民サービスセンター

山形県

東根市

静岡県 H17.1.17合併（２町）

菊川市 １支所

兵庫県

加西市

茨城県 H18.1.1合併（１市１村）

下妻市 ２分庁舎

栃木県

矢板市

静岡県 H17.10.11合併（２町）

牧之原市 ２分庁舎

山形県

寒河江市

和歌山県

有田市

茨城県 H17.3.28合併（２町）

かすみがうら市 ２分庁舎、１出張所

類似団体

先進地平均

類似団体

6１団体平均

長崎県 H17.10.11合併（７町）

雲仙市 47,234 332 142.3 70.29 － 3分庁、６総合支所、1出張所

長崎県

西海市

H17.4.1合併（５町）

４総合支所、３出張所
30,518 288 106.0 94.37 445.7

43,624 268 162.8 61.43 290.2

36,578 307 119.1 83.93 396.4

類似団体の人口を

雲仙市人口

（H26.1.1）に

置き換えた場合の

職員数

46,167 229 201.6 49.60 234.3

43,940 296 148.4 67.36 318.2

30,603 214 143.0 69.93 330.3

42,558 289 147.3 67.91 320.8

48,349 334 144.8 69.08 326.3

34,456 229 150.5 66.46 313.9

45,352 273 166.1 60.20 284.3

47,941 280 171.2 58.41 275.9

46,386 280 165.7 60.36 285.1

266.8

46,493 252 184.5 54.20 256.0

人口１万人

当たりの

職員数

47,618 269 177.0 56.49
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3．人口が本市推計人口と同規模類似団体との比較  

今回の見直しにあたり全国類似団体のうち人口が雲仙市の平成3２年推計人口と同規模の類

似団体※１を抽出し、比較をすると以下のようになります。 

※１雲仙市の平成 3２年推計人口と同規模の類似団体 

雲仙市の平成 3２年推計人口と同規模の類似団体とは、雲仙市と同じ区分の類似団体（区分：

Ⅰ－０、6１団体）のうち、本計画の目標年度：平成３２年の推計人口４１，４７３人に近い類似

団体（５団体） 

 

平成 3２年雲仙市の推計人口（新市建設計画より推計）：4１,４７３人 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消防を除く

普通会計

自治体名 人   口 職員数 合併状況

A B 支所の数等

人 人 k㎡

山形県

寒河江市

広島県 H16.4.1合併（１市１町）

府中市 1支所

兵庫県 H17.4.1合併（４町）

宍粟市 ３市民局、１出張所

島根県 H16.10.1合併（１市２町）

安来市 ２地域センター、2支所、３出張所

島根県 H16.11.1合併（５町１村）

雲南市 （２分庁舎）、6総合センター、１出張所

長崎県 H17.10.11合併（７町）

雲仙市 3分庁、６総合支所、1出張所

※人口については、平成26年１月１日現在の人口

41,812 371 393.49

47,234 332 214.27

42,558 289 139.03

人口が同規模の

類似団体平均

H26.10.1現在

面積

42,282 320 195.75

41,440 380 658.54

41,213 391 420.93

41,566 475 553.18
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4．定員回帰指標による比較  

平成 20 年５月に総務省から新たに「定員回帰指標」が示されました。この試算値は、人

口と面積という２つの説明要素を基本に職員数を試算するため、簡素でわかりやすく、客観

的な指標として新たに活用されています。 

この「定員回帰指標」によると、平成 2６年度における雲仙市普通会計部門の試算職員数

は、370 人と試算され、本市の職員数は、３８人下回っています。 

＜定員回帰指数の算式＞  

Ｙ（人） ＝ ａ  x  χ１（人口） ＋  ｂ  x  χ２（面積） ＋ ｃ  

ａ ： 人口千人当たりの係数[人口区分ごと] ※ 

ｂ ： 面積１㎢当たりの係数[団体区分ごと] ※ 

ｃ ： 一定値[各人口区分ごと](機能差も反映) ※ 

χ１： 当該団体の人口（千人）： ４７，２３４人（平成 26 年 1 月 1 日現在） 

χ２： 当該団体の面積（㎢）：214.27ｋ㎡（平成 26 年 10 月 1 日現在） 

 

  定員回帰指標による試算職員数 

定員回帰指標による試算式（一般市 普通会計Ⅰ類） 

7.5 人※（a）×人口 47.234（千人）   （A） 354 人 

0.41 人※（b）×面積 214.27（ｋ㎡）  （B） 88 人 

一定値※                （C） 10 人 

試算職員数   （A）+（B）+（C）      （D） 452 人 

一部事務組合等の按分職員数           （E）   ＊82 人 

比較対象職員数（普通会計部門）（D）－（E） （F） 370 人 

雲仙市普通会計部門職員数（H26.4.1現在）      （G） 332 人 

 比較 （G）－（F）     ▲38 人 

   ※平成２５年３月地方公共団体定員管理研究会報告書より 

  ＊一部事務組合等の按分職員数については、H21H21H21H21 定員管理調査資料より引用  

 

 

 

 平成 32 年の雲仙市推計人口を使った定員回帰指標による試算職員数 

（平成 3２年雲仙市の推計人口（新市建設計画より推計）：4１,４７３人） 

定員回帰指標による試算式（一般市 普通会計Ⅰ類） 

7.5 人※（a）×人口 4１.４７３（千人）   （A） 311 人 

0.41 人※（b）×面積 214.27（ｋ㎡）  （B） 88 人 

一定値※                （C） 10 人 

試算職員数   （A）+（B）+（C）      （D） 4０９人 

一部事務組合等の按分職員数           （E）   ＊82 人 

比較対象職員数（普通会計部門）（D）－（E） （F） ３２７人 

   ※平成２５年３月地方公共団体定員管理研究会報告書より 

  ＊一部事務組合等の按分職員数については、H21H21H21H21 定員管理調査資料より引用  
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第４ 定員適正化計画の見直しの必要性 
平成１８年度に策定した現在の定員適正化計画は、概ね合併１０年後においては、市町村

合併のスケールメリットにより様々な行政コストや職員数の削減などの合併効果が発揮で

きることを見越して、当時の類似団体のうち人口規模が同程度で既に成熟して安定的な行政

運営を行っている団体の職員数を基本に目標値を設定し削減する内容としたものでありま

した。しかし、下記に記述するような様々な要因により現状にあった計画の見直しが必要で

あると判断したものであります。 

 

１．見直しの要因 

（１）住民サービスの維持 

これまで現在の定員適正化計画に基づき計画的な職員数の縮減に努めてきたところであ

ります。今後については、維持管理経費・業務量の軽減が期待できる公共施設の抜本的な統

廃合等についても取組む必要がありますが、各総合支所・出張所及び合併当時から旧町単位

で所有していた公民館や社会教育施設などについては地域振興の拠点、災害時の避難場所等

にもなっており住民サービス維持の観点から、急激な施設の統廃合や急激な職員数の縮減は

行政サービス維持への影響が生じることも懸念されます。 

また、本市においては、多くの総合支所をかかえており、このことも類似団体と比較して

職員数の確保が必要となる大きな要因と考えられます。 

    

（２）合併後の状況の変化等（新規事業や地方分権等による業務量の増加） 

平成 17 年度の合併から１０年目が経過しましたが、この間、雲仙市においては各種新規

事業の展開や市民ニーズの複雑多様化により、市民の視点に立った質の高い行政サービスが

なお一層、求められる状況にあります。 

また、地方分権の進展に伴い、今後も各種業務量の増加も想定されるため、一定の体制を

確保しておく必要があります。 

 

（３）国における交付税制度（合併算定替）の見直し 

国においては、合併団体における上記のような状況を踏まえ、合併団体に対して、支所に

要する経費や合併による市町の区域拡大による消防、保健福祉の経費など合併団体がかかえ

る諸問題を支援するため、合併時点では想定されなかった財政需要に対して、新たに交付税

の算定方法の見直しが行われているため、組織や定員管理においても反映する必要がありま

す。 

（H26 年度以降５年間程度で見直し予定） 

  

（４）職員年齢構成の平準化 

職員数削減のため新規採用者を抑制してきた結果として年齢構成が偏在化しており、組織

の硬直化、職員育成力の低下などの阻害要因の改善に努め、将来も安定的な行政サービスを

提供できる人材を確保・育成して適正な組織の構築を図らなければなりません。 

 

（5）最新指標の活用による職員数の比較   

現在の定員適正化計画の目標値の考え方については、計画策定時の類似団体区分（C-Ⅰ型：

人口 45,000～55,000 人 Ⅱ次及びⅢ次産業の合計が８５％未満の市）の全国 12 団体と比

較したものでありましたが、合併後の人口の減少及び産業構造の比率の変化に伴い、比較対象

となる類似団体についても大きく変化してきたところであり、現在の類似団体との比較分析や

面積要件を加味した新たな定員指標による比較分析等も加えたところでの定員適正化計画の

目標値設定が必要と考えられます。 
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第５ 計画の内容    
１．計画期間 

本計画は、平成 2７年 4 月 1 日現在の職員数を基準として、平成 2８年度から平成 3２

年度までの 5 年間とします。 

なお、財政状況をはじめ、国の制度改正など定員管理に関する動向に大きな変化があった

場合は、必要に応じて計画の見直しを行うなど、状況の変化に応じた定員管理を行います。 

 

２．今後の職員数の目標値（年度別目標） 

（１）職員数の目標値 

今回の計画の見直しに伴う目標設定にあたっては、引き続き効率的かつ効果的な行財政運営

を進めるにあたり将来に向け増加が想定される業務、派遣職員の動向及び安定した行政サービ

スの維持など今後の行政需要の動向を踏まえた上で、一定の職員数の確保を考慮した目標値の

設定が必要であると考えられます。 

よって、雲仙市において現在行われている業務等を考慮し、業務分野ごとに比較分析が可能

な類似団体（修正値）、本市の平成３２年推計人口と同規模の類似団体の普通会計職員数（消防

を除く）を勘案し、さらに公営企業等会計職員、一部事務組合等への派遣職員等を考慮した上

で、平成 3２年度までの計画期間における職員数の数値目標を次のとおり設定します。                            

区  分 人 数 

類似団体との比較における普通会計職員 330 人 

公営企業等会計職員数 38 人 

一部事務組合等への派遣職員等 12 人 

合  計 380 人 

 

 

 

本計画期間終期（平成 3２年 4 月 1 日）における目標値 380 人 

 

 

 

 

 

◎年度別目標値                          （単位：人、％） 

  

平成 

2７年 

（a） 

 

平成 

2８年 

 

平成 

2９年 

 

平成

30 年 

 

平成

31 年 

 

平成

32 年 

（b） 

増減 

職員数

（ｃ） 

b－a 

率 

ｃ /a ×

100 

4 月 1 日現在

の職員数 

人 

372 

人 

37１ 

人 

370 

人 

369 

人 

369 

人 

368 

人 

▲4 

％ 

▲1.1 

  

普通会計 

 

334 

 

32９ 

 

328 

 

328 

 

328 

 

330 

 

▲4 

 

▲1.2 

公 営 企 業

等会計 

 

38 

 

42 

 

42 

 

41 

 

41 

 

38 

 

0 

 

0.0 

4 月 1 日現在

派遣職員等 

※1 

 

10 

 

1０ 

 

11 

 

11 

 

11 

 

12 

 

2 

 

2０.０ 

合 計 

（年度別目標） 

 

382 

 

381 

 

3８1 

 

380 

 

380 

 

380 

 

▲２ 

 

▲0.5 

 ※１ 派遣職員については、本市に在籍する職員で本市から一部事務組合等へ派遣し、給料を支給しない職員 
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３．今後の職員採用の考え方 

平成２７年度から 5 年間で６５人の定年退職者が見込まれるなか、行政需要や財政状況を

踏まえた計画的な職員採用を行い、年齢構造の空洞化により将来の人材育成に支障をきたさ

ないよう職員構成の平準化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定員適正化計画による職員数の推移 単位：人

計画目標計画目標計画目標計画目標

年度 職種

4月1日現在

職員数

※１

4月1日採用

予定者数
退職者

一般職 330 7 ▲ 13

技術職 48 4 ▲ 2

技能労務職 4

計 382382382382 11 ▲ 15

一般職 327 10 ▲ 7

技術職 50 4 ▲ 2

技能労務職 4 ▲ 1

計 381381381381 14 ▲ 10

一般職 326 6 ▲ 16

技術職 52 4 ▲ 2

技能労務職 3 0

計 381381381381 10 ▲ 18

一般職 323 13 ▲ 11

技術職 54 4 ▲ 1

技能労務職 3 0

計 380380380380 17 ▲ 12

一般職 320 8 ▲ 5

技術職 57 4 ▲ 3

技能労務職 3 ▲ 2

計 380380380380 12 ▲ 10

一般職 321 6 ▲ 8

技術職 58 4 ▲ 2

技能労務職 1 ▲ 1

計 380380380380 10 ▲ 11

※　平成27年度退職者には、再任用退職者3名を含む

平成31年度

平成32年度

平成27年度

平成28年度

平成29年度

平成30年度
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第６ 定員適正化に向けた取組み 
１．組織・執行体制の見直し 

（１）効率的かつ効果的な組織・機構への見直し 

本庁及び総合支所の組織・機構については、効率的かつ効果的な事務事業の実施に柔軟に対

応するため、部や課及び公共施設の統廃合や総合支所から本庁への業務集約、部・課等を超え

た横断的な応援体制の確立などを行い、行政のスリム化を図ります。 

 

（２）総合支所の組織の見直し 

①総合支所に必要な市民サービス業務と地域の拠点を担う機能を持たせる点を踏まえ、全体の

バランスを考慮し、総合支所内の組織の見直しなど、フラットな組織体制による効率的な業務

運営を図ります。 

②指揮命令系統の明確化 

本庁・総合支所間の指揮命令系統の明確化を図り、地域の課題に的確に対応できる組織体制

の見直しを行っていきます。 

 

２．業務量の変化に応じた職員再配置の推進 

（１）事務事業の始期・終期を見極め、年度ごとの事務事業量に応じた人員の再配置を行いなが

ら、計画的な職員配置に努めます。 

（２）人事異動については、定期異動に限らず、必要に応じて実施し、変化する業務量に対応し

ます。 

 

３．民間委託等の推進 

公共施設等については、費用対効果等の検証などを行い、今後も可能なものは民間委託（民

営化含む）や指定管理者制度の導入を推進します。 

 

４．人材育成の推進                      

  環境の変化にも柔軟に対応し、効率的な行政運営を行うため、「雲仙市人材育成基本方針」

に基づき、職員を計画的に育成できるシステムと環境を構築し、職員の能力を最大限に引き出

すことで組織力の向上を図ります。 

 

５．再任用職員及び嘱託・臨時職員の活用  

平成２５年度定年退職者から、退職共済年金の給料比例部分の支給年齢の引き上げにより、

年金未支給期間が発生し、２年ごとに未支給期間が１年ずつ段階的に引き上げられ、平成３３

年度定年退職者以降においては、６５歳からの年金支給が見込まれております。    

当市においても、国家公務員の対応を踏まえ、就労意欲のある職員については、これまで培

った知識と経験等を活かして、再任用職員として活用することにより、サービスの維持向上を

図るとともに人件費の抑制に努めます。 

  一方、臨時・非常勤職員の活用については、業務の繁忙期や現業職場において十分な精査を

行い、最小限必要とする人員・期間を見定めた上での配置を行い、再任用職員との調整を図り

ながら活用していくこととします。  

 

６．職種別の採用方針 

（１）一般職 

現状の定員管理の状況として、一般職を中心とした減員による計画の達成を図ってきたとこ

ろであります。このようなことから、職員の年齢構成の偏在化が顕著なものとなってきている

ことから、今回の第２次定員適正化計画においては、中長期的視点から職員採用の平準化を図

ってまいります。 
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（２）技能労務職 

原則として退職者不補充とし、引き続き非常勤職員、臨時職員の活用や業務委託を進めてい

くこととします。 

ただし、上記によりがたい業務については、市民サービスと業務のあり方を検討し実施する

ものとします。 

 

（３）専門職 

専門的資格又は技能を有する職種（保健師、管理栄養士、建築職、土木職等）については、

その職種の年齢構成に著しく偏りが生じることが想定されます。 

このことから、専門職の採用については、退職補充を基本としつつも、技能、ノウハウの継

承の観点から後年次への影響等を考慮し、計画的な採用を行っていきます。 

また、後進の育成、本人の業務範囲の拡大のため、専門職から一般職へ職種変更についても

検討していきます。 

 

 

第７ 計画の公表 
定員適正化計画の進捗状況については、雲仙市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例

（平成 18 年条例第10号）に基づき、ホームページ及び広報紙を活用して公表し、情報の公

開・人事行政の透明性を図ります。 


